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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、ネパール連邦民主共和国（以下、「ネパール」と記す）

と締結した討議議事録（R/D）に基づき、技術協力プロジェクト「養蚕振興・普及プロジェクト」

を2006年12月から2011年11月まで5年間実施いたしました。 

このたび、JICAは協力期間中の活動実績等についてネパール側と合同で総合的な評価を行うと

ともに、プロジェクト終了後を見据えた提言を行うため、2011年6月19日から7月4日まで、JICAネ

パール事務所 次長 武 徹を団長とする終了時評価を実施しました。 

 

本報告書は、同調査団によるネパール政府関係者との協議及び評価結果等を取りまとめたもの

であり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されることを願うものです。 

 

終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた両国の関係者に対し、心から感謝の意を表し

ます。 

 
平成26年3月 

 
独立行政法人国際協力機構 

ネパール事務所長 清水 勉 
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バイレニ村落開発委員会（VDC）：農家の蚕

室 

 アディカリ製糸工場：農家から買い上げた繭

を生糸に加工している。 

 

ナラン VDC：農家の蚕室にある繭  ドニベシ支場：桑畑と稚蚕飼育施設兼研修施設 

 

 
ナラン VDC：座繰りシルクを作っている女
性グループ 

 農業協同組合省農業局：合同調整委員会の様

子  



 

 

略 語 表 
ACP Association for Craft Producers 手工芸品協会（NGO） 

C/P Counterpart カウンターパート 

CRC Community Rearing Center 村落稚蚕飼育所 

DADO District Agricultural Development Office 郡農業開発事務所 

DOA Department of Agriculture （農業協同組合省）農業局 

DOIED 
Directorate of Industrial Entomology 
Development 

（農業局）産業昆虫課 

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

JT Junior Technician 普及員 

JTA Junior Technical Assistant 普及員補 

M/M Minutes of Meeting ミニッツ、協議議事録 

MOAC Ministry of Agriculture and Cooperatives 農業協同組合省 

NGO Non-Governmental Organization 非政府組織 

NPC National Planning Commission 国家計画委員会 

NPR Nepalese Rupee ネパール・ルピー 

OJT On-the-Job Training 実地研修 

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・マトリッ

クス 

PO Plan of Operations 活動計画表 

PPP Public Private Partnership 官民連携 

PQCPPP 
Promotion of Quality Cocoon Production and 
Processing Project 

養蚕振興・普及プロジェクト 

PSS-CRC 
Parental Stock Seed Cocoon Resource Centre, 
Dhunibesi 

ドニベシ種繭資源センター 
（ドニベシ支場） 

RCC Regional Coordination Committee  地域調整会議（ダディン郡） 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

SAN Silk Association of Nepal ネパールシルク協会 

SDD Sericulture Development Division 養蚕試験場 

SDP Sericulture Development Program 養蚕振興計画 

SM Silk Mobilizer シルクモビライザー 

TADA Travel Allowance & Daily Allowance 交通費・日当 

VDC Village Development Committee 村落開発委員会 

WGA Women Guidance Association 女性指導協会（民間企業） 

 



 

i 

終了時評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：ネパール連邦民主共和国 案件名：養蚕振興・普及プロジェクト 

分野：農業 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICAネパール事務所 協力金額（評価時点）：168百万円 

協力期間 2006年12月から2011年11月 先方関係機関：農業協同組合省（MOAC）1農業

局（DOA）産業昆虫課（DOIED） 

日本側協力機関：農林水産省 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

ネパールは就業人口の65％が農業に従事し、国民総生産の約40％を農産物が占める農業国で

ある。ネパールの国土は山地が多くを占め、耕作可能地はほぼ開墾されていることから、多様

な地形と気候を活かし、養蚕をはじめ、果樹、茶などの付加価値の高い換金作物の生産が求め

られている。 
ネパールの養蚕は、開始から36年と歴史が浅く、1戸当たりの桑園面積は群馬県の約3分の1、

1ha当たり繭生産量は約4分の1、1戸当たり繭生産量は約14分の1と非常に低いレベルである。

また、生糸品質の面でも国際規格A格程度（インドは2A～3A、日本が4Aで、ネパール産生糸よ

り高品質）となっており、国際市場の需要に応えられていない。繭生産性が低く繭品質が悪い

直接の原因は、適切な技術を提供できる技術者・普及員がいないことや稚蚕共同飼育所などの

施設がないため、温湿度管理技術、病気の防除技術、給桑（きゅうそう）技術、上簇（じょう

ぞく）技術、更には選繭（せんけん）技術が農家に導入されていない、という理由が挙げられ

る。 
ネパール政府は現在まで、農家への繭生産技術指導から繭の購入、繭乾燥・生糸生産までを

一貫して担い、蚕糸業の振興に主導的な役割を果たしてきた。これまでネパール農業協同組合

省はドナー・NGO等からの支援を得つつ、養蚕農家の技術リソースとなる各地の支場の整備、

製糸機械の導入、日本から導入した新しい蚕種の系統保存・蚕種の安定生産・供給を軌道に乗

せるなど一定の成果を上げてきた。しかし、生産された繭は低品質で、さらにその繭から政府

工場で生産される生糸は低品質かつ生産コストが嵩むため、隣国の中国・インドから輸出され

る生糸と比較し国際競争力をもつことができていない。 
この現状を踏まえ、本案件はネパールの養蚕農家の収入向上を上位目標におき、技術協力プ

ロジェクトを実施する。プロジェクトは、村落レベルにおける普及員・農家等への優良繭生産

技術の指導と、組織化による品質向上のための実践的取り組みと政府、農家、民間企業の連携

強化を通じ、収入向上の基礎となる優良繭・シルクの生産モデルを実証する。 
 

  

                                                        
1 2012年5月の省庁改編により、農業開発省（Ministry of Agriculture Development）に改称。 
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１－２ 協力内容 

（１）上位目標 
１．優良繭及びオリジナルシルク生産のモデル2がネパール国内で展開される。 

２．改善を通じて、養蚕農家及び蚕糸業関係者の収入が向上する。 
 
（２）プロジェクト目標 

養蚕農家グループと政府普及員／民間企業の能力向上・連携強化を通じて、優良繭・シ

ルクの生産モデルが実証される。 
 

（３）成果 
１．普及員の能力強化を通じて、養蚕農家グループの能力が強化される。 
２．市場開拓のための政府、民間企業、農家グループ間の協力関係が構築される。 
３．政府、農家、民間企業間の連携のための産業昆虫課の能力が強化される。 

 
（４）投入〔US$ 1＝NPR 98.697946 NPR 1＝JPY. 1.12996（2014年2月）〕 

１）日本側 
・専門家派遣：長期専門家派遣 延べ2名、短期専門家派遣 延べ25名 
・研修員受入れ：第三国研修 延べ13名 
・機材供与：1,717,000円（2011年3月末時点） 
・ローカルコスト負担：37,322,000円（2011年3月末時点） 

２）ネパール側 
・カウンターパート：延べ14名 
・ローカルコスト：ネパール政府は、養蚕農家のみならず、座繰り生糸を生産している

民間企業に対しても補助金を拠出している。また産業昆虫課（DOIED）は普及員／普

及員補（JT/JTA）に対して、農民活動をモニターする際の交通費・日当を提供してい

る。ネパール側によると、プロジェクト期間中、ドニベシ支場に割り当てられた予算

は、約NPR 29,576,000であり、そのうち約15％はプロジェクト対象地域外であるヌワ

コット地域のためのものであった。 
 

２．評価調査団の概要 

調査団 日本側 
武  徹 総括 JICAネパール事務所 次長 
木内 信 養蚕振興 独立行政法人農業生物資源研究所 昆虫科学研究領域長 
有馬 朋宏 計画管理 JICAネパール事務所 所員 
岸並 賜 評価分析 （株）国際開発アソシエイツ 
ネパール側 
Ms. Uma Maiya SHRESTHA, Senior Agricultural Economist, Department of Agriculture, 
MOAC,（Team Leader of Joint Evaluation Team) 

                                                        
2 本プロジェクトで確立したモデルの内容は下記のとおり。 
（1）カスケード方式による研修及びそのための技術マニュアル作成 
（2）民間企業による養蚕農家グループからの繭・座繰り生糸の直接買取り 
（3）民間企業による座繰り生糸製品開発 
（4）チェックシートを活用したJT/JTA及びシルクモビライザー（SM）によるモニタリング 
（5）養蚕統計・モニタリング制度の構築 
（6）協同組合設立に向けた養蚕農家グループの強化 
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 Mr. Bhoj Raj SAPKOTA, Agricultural Economist, Monitoring and Evaluation Division, 
MOAC 

調査期間：2011年6月19日～7月6日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）プロジェクト目標 
プロジェクトの指標である対象地域における過去3年間の正常繭歩合は89.3％、繭層歩合

は22.6％、孵化歩合は90％以上であった。しかしながら、箱当たり収繭量は以下の表のと

おりであり、目標値には達していない（蚕期によっては、目標の20kgを上回っている村も

存在する）。 
 

2008年 2009年 2010年 

14.6kg 12.7kg 14.0kg 

 
また、プロジェクトはいくつかの民間企業に座繰り生糸を提供するとともに商品開発活

動を支援した。その結果、手工芸品協会（ACP）、Mahaguthi、Kala Guthi及び女子指導協会

（WGA）が、様々なスカーフやショールといった新商品を生産している。 
 
（２）成果 

成果１： 
予定通り5種類の技術マニュアルと、飼育カレンダーが作成され、JT/JTA、SM及び養蚕

農家によって使用されている。また、農家によっては適用されていない技術が若干あるも

のの、主な養蚕技術の適用率（定着率）は、ナラン村、サラン村及びバイレニ村において、

56.3％から61.6％に上昇している。一方、Cランク（一部技術は利用しているものの、改善

を要する）の農家は12.6％から1.2％に大幅に減少している。加えて、JT/JTA対象の研修が

オフィサーにより3回実施され、研修前後に内容の理解度を測るための試験が実施された。

その結果、平均49％の向上が確認された。 
 

成果２： 
プロジェクトにより、繭質の評価に不可欠な技術マニュアルが作成され、JT/JTA及びSM

を対象に研修が実施された。同時にネパール政府は、繭や生糸の価格を決定するために農

業局（DOA）、DOIED、ネパールシルク協会（SAN）、民間セクター及び養蚕農家から構成

される委員会を設置した。この委員会は繭生産に係る経費、繭質、国際価格などを十分に

考慮したうえで、繭の価格改定を実施している。さらに、幾つかの民間企業が既に座繰り

生糸製品の開発に参入するとともに、政府、民間企業、農家によるInteraction Meetingが合

計18回開催され、繭取引、生産、市場システム等について議論が行われた。 
 
成果３： 

プロジェクトはナラン村及びサラン村において養蚕農家グループを対象に、座繰り生糸

の生産を開始するためのファシリテーションを実施した。その結果、現在では養蚕農家グ

ループが中心となって座繰り生糸を生産し、民間企業に販売するまでに至っている。養蚕

農家グループの組織化については、すべての養蚕農家がいずれかのグループに属し、多く

のグループはマイクロクレジットによるローンを提供し、適切な資金の管理を行ってい

る。政府の農家グループ・民間企業に対する積極的関与（農家訪問12回/年、民間訪問3回/
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年）については、サラン村でのみ目標の12回を上回った。また、DOIEDによる民間企業訪

問の回数は年間で18回を数え、目標を大きく上回った。加えて、データ収集のためのフォ

ーマットを作成し、養蚕統計を確立するためのデータを収集・取りまとめるなどして、統

計、モニタリングシステムの導入を実施した。 
 
３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 
プロジェクトはネパールの政策及びニーズと合致している。国家 3 カ年計画

（2010/11-2012/13）では、貧困削減を優先課題の一つとして取り上げているが、換金性の

高い作物である養蚕を振興することは貧困削減に寄与することから、同計画とも合致して

いる。また、以前の国家3カ年計画（2007/2008-2009/2010）においては、貧困を削減するた

めの重要な産業である農業の一つとして養蚕が取り上げられていた。加えて、国家計画委

員会（NPC）は貧困削減に係る養蚕の可能性を考慮し、2010／2011年度の政策優先順位に

おいては、養蚕を「プライオリティ1」と位置づけ、高い優先順位を与えている。したがっ

て、プロジェクトはネパールの政策との整合性は高い。 
 
（２）有効性 

プロジェクトの指標である①正常繭歩合80％、②繭層歩合20％、③孵化歩合90％がそれ

ぞれ達成されており、民間企業によるオリジナルシルクの生産も行われていることから、

プロジェクト目標はおおむね達成されると予測される。しかしながら、箱当たり収繭量に

ついては、2010年の平均値は14.0kgであり、指標である20kgに到達していない。特に、秋

第2蚕期の収繭量が極めて低い。収繭量は極めて重要な指標であるため、有効性は中程度で

あると判断される。しかしながら、中間評価時に満たされていないと指摘されていた蚕糸

業への民間投資の推進環境の整備等の外部条件は徐々に満たされつつある。 
 
（３）効率性 

活動が順調に実施されており、3つの成果はおおむね順調に達成されつつある。全般的に

投入は質、量、タイミングともに適切であり、プロジェクトの活動を実施し、成果を産出

するために十分活用されている。 
しかしながら、ネパール側の投入については、カウンターパートがプロジェクト専任で

はなく、また頻繁に交代した。更には、JT/JTAに対する交通費・日当の予算が十分に確保

されず、養蚕農家に対する普及活動を年間計画に基づいて実施することが困難であった、

と指摘されている。 
以上のことから、効率性は比較的高い。 

 
（４）インパクト 

プロジェクトの対象地域はダディン郡に限定されているが、高品質の繭生産に係る技術

マニュアルを使った研修は、他地域の支場に配置されているJT/JTAに対しても行われ、配

布された技術マニュアルは、養蚕技術の知識・技術を普及するために活用されている。加

えて、座繰り生糸生産はダディン郡以外の地域にも普及しており、また座繰り生糸を使用

した商品は民間企業により開発・販売されている。また、プロジェクトの指導・助言によ

り、DOIEDは民間企業に繭や座繰り生糸の取引を促進するための補助政策を開始し、民間

企業の参入に途を拓いた。ナラン村及びサラン村のグループがそれぞれ92.5kg、160.8kgの
座繰り生糸を生産し、民間企業に販売を行った。また、バイレニ村にはプロジェクト及び

DOIEDによる支援を受け、これまでに1トンの座繰り生糸を生産した養蚕農家／起業家が

現れた。上記のような、養蚕農家による座繰り生糸生産による収入の合計は、NPR 2,864,200
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である。これら座繰り生糸生産グループで働いているのは多くが女性であり、大規模では

ないものの、農村女性に就業機会と現金収入機会を提供している。 
 
（５）持続性 

政策・制度面では、国家養蚕振興政策はいまだ承認されていないものの、プロジェクト

はネパールの政策及びニーズと合致しており、今後とも支援政策の継続が期待される。さ

らに、2009年より養蚕農家と民間企業の直接取引の制度が導入され、その結果、民間企業

による商品開発が進み、民間企業の座繰り生糸の需要が高まっている。また技術面では、

カスケード方式（Officer→JT/JTA→SM→養蚕農家）による研修システムを導入したことに

よって、ネパール側は今後自らが活動を継続・拡大する手法を身につけたといえる。しか

しながら、財政面が脆弱であること、カウンターパートの度重なる交代はプロジェクトに

よるプラスの効果を低減することとなった。 
 
３－３ 貢献要因と阻害要因の検証 

上記5項目評価において既に述べているが、主な貢献要因と阻害要因は以下のとおりである。

主な貢献要因としては、2009年より養蚕農家と民間企業の繭・座繰り生糸の直接取引が開始

され、その結果、民間企業の座繰り生糸についての理解が深まり、座繰り生糸製品開発が進み、

繭・座繰り生糸の需要が高まったことが挙げられる。 
主な阻害要因としては、プロジェクト・ダイレクターを含むカウンターパートが頻繁に異動

したこと、いまだ国家養蚕振興政策が承認されておらず、補助金を含む養蚕振興に対する政策

的なコミットメントが弱いことなどが挙げられる。 
 
３－４ 結 論 

プロジェクト活動は計画通り進められており、プロジェクト終了時には一定程度プロジェク

ト目標を達成することが想定される。 
養蚕は、桑生産、蚕の飼育、座繰り生糸の生産、生糸を用いた製品開発といった様々な側面

をもつ複合的な産業であり、それぞれの側面のもつ特徴とそれらを結びつけるサプライチェー

ンを意識した支援を行うことが重要である。 
養蚕農家が設備投資に回せる資金にも限りがあり、また前述のとおり、養蚕業が複合的な側

面をもつ産業であることから、一部指標についてはいまだ達成されていない。しかしながら、

かかる状況にありながら、民間企業の活力を取り込む政策が実施されたこともあり、5項目評

価の観点からも、ポジティブな成果を確認することができた。 
今後、プロジェクトは2011年11月に終了を迎えることになるが、残りのプロジェクト期間に

おいても本調査団で行った提言に基づきつつプロジェクトの運営を行い、プロジェクト終了後

も見据えた持続性の強化が行われることを期待したい。 
 
３－５ 提 言 

＜プロジェクト終了後もフォローしていく事項＞ 
（１）養蚕振興政策の承認 

2008年8月の運営指導調査団の提言を受け、農業協同組合省（MOAC）にて国家養蚕振興

政策の草案が作成されたにもかかわらず、いまだ省内での改訂プロセスを完了していない。

高品質の繭生産、民間企業の参入、普及員による普及活動促進、本プロジェクトで確立し

たモデルの普及といった点を政策的な観点から担保・促進していくためにも同政策の迅速

な承認が望まれる。 
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（２）養蚕振興関連機関との連携強化 
座繰り生糸生産に係るワークショップが開催されるなどの本プロジェクトでの活動を通

じ、政府、民間企業及び養蚕農家グループの関係は強化され、蚕糸業に係る上流から下流

までのサプライチェーンが構築されている。蚕糸業は、野菜の生育等に向かない地方部に

おいては有望な産業の一つであり、こうした関係者の連携を強化する活動は今後とも続け

られるべきである。そのためには、繭生産後の活動を担っている産業省（Ministry of 
Commerce and Industry）や商工会議所といったステークホルダーも巻き込んだ枠組みを構

築し、更なる関係機関との連携強化を図ることが望まれる。 
 
（３）シルク振興のためのボランティア派遣 

本プロジェクトの協力・支援により、民間企業の座繰り生糸製品開発に係る意欲・需要

は旺盛である。しかしながら、座繰り生糸製品開発に参入している民間企業の数はいまだ

限定的であり、絹という素材に対する知識もまだ十分ではない。今後、さらに民間企業の

参入を促進し、今回プロジェクトで構築したサプライチェーンを維持・発展させるために

は、「シルク振興」を行うボランティアを派遣し、プロジェクトの成果のフォローアップ活

動を行うことも検討の価値がある。 
 
（４）シルクモビライザー（SM）の制度化 

本プロジェクトにおいては、養蚕技術普及のため、優れた養蚕技術を持つ農家をSMとし

て選定し、養蚕農家への技術普及に活用してきた。養蚕技術普及においてこうしたSMの果

たす役割は重要であり、今後ネパール側によって制度化され、SMの活動が維持されること

が望まれる。 
 
（５）JT/JTAのファシリテーションスキルの向上 

本プロジェクトにおいては、ローカルNGOを活用し、農民組織の強化に取り組んできた

が、（ネパール政府の方針もあり）同活動へのJT/JTAの関与は十分ではなかったこともあり、

農民組織強化等に係るJT/JTAのファシリテーションスキルはいまだ十分なものではない。

したがって、今後JT/JTAのファシリテーションスキル強化に係る取り組みが行われること

が望まれる。 
 
（６）収繭量の改善 

本プロジェクトのプロジェクト目標の指標として、「箱当たり収繭量20kg」と設定されて

いたものの、2008年：14.6kg、2009年：12.7kg、2010年：14.0kgと指標を達成できていない。

これは、とりわけ秋第2期の収繭量が他の期に比べ少ないことによる影響が大きい。したが

って、収繭量を増やすためには、技術ガイドラインに基づき、適切な消毒、十分な良品質

の桑の供給、適切な飼育環境の保持及び蚕の取り扱いなどの指導が、JT/JTAにより実施さ

れることが望まれる。 
 
（７）ドニベシ支場における稚蚕飼育室の有効活用 

本プロジェクトにおいて、ドニベシ支場に稚蚕飼育室が建設されたが、棚の構造が利用

しにくい構造となっており、現在は研修施設として利用されているものの、稚蚕飼育室と

しては利用されていない。技術仕様に従って、DOIED及びドニベシ支場がこの施設を稚蚕

飼育室として活用することが期待される。 
 
（８）予算措置 

持続性の観点から、ネパール政府はプロジェクト活動を支援する経費（JT/JTAの普及活



 

vii 

動費等）に対し、十分な予算措置を行うことが求められる。 
 
＜プロジェクト期間内にフォローすべき事項＞ 
（９）ベースラインデータの収集 

上位目標の指標である「優良繭の販売による対象地域農家の現金収入向上」に関し、プ

ロジェクト開始時のベースラインデータが収集されていなかったところ、プロジェクトで

構築した養蚕統計・モニタリングシステムを通じて、同指標に係るデータ収集が行われる

ことが望まれる。また、今後他のプロジェクトにおいても、事業開始時点でのベースライ

ンデータの収集を行うことが望まれる。 
 
（10）座繰り器の活用 

ネパール側の要望に基づき、座繰り器10基をドニベシ支場に供与したものの、コミュニ

ティへの研修が一通り実施されたことと、繭の買い上げ政策が変更となったなどの理由に

より、現在は活用されていない。本座繰り器を有効活用すべく、民間企業及び農民に対す

る研修プログラムを作成し、同研修に関するアナウンスを行うことが望まれる。民間企業

は座繰り生糸製品の開発を進めており、同種の研修に係るニーズは高いものと推測される。
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Summary 
I. Outline of the Project 

Country：Nepal Project title ： Promotion of Quality Cocoon 
Production and Processing Project (PQCPPP) 

Issue / Sector： Agriculture Cooperation scheme： 
Technical Cooperation Project 

Division in charge: JICA Nepal Office Total cost (As of July 3rd)： 168 million JPY 

Period of 
Cooperation 

December 2006 to November 
2011 

Partner Country’s Implementing Organization： 
Ministry of Agriculture and Cooperatives (MOAC) 
Department of Agriculture (DOA) 
Directorate of Industrial Entomology Development
（DOIED） 
Supporting Organization in Japan： 
Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries 

Related Cooperation： 

1. Background of the Project 
In Nepal, around 66% of the employed population is engaged in agriculture, which generates 

around one third of Gross Domestic Product (GDP) of the country. Nepalese land is characterized by its 
high ratio of mountainous area coverage and arable land is almost completely exploited. Therefore, 
production of high value added crops (e.g. sericulture, fruit cultivation and tea cultivation) with 
utilization of various geographic and climatic conditions is expected to be promising. 

Sericulture in Nepal began around 30 years ago, which is relatively recent compared to that of 
other countries. Compared to Gunma prefecture which is the largest cocoon production area in Japan, 
mulberry plantation area per household is 1/3, cocoon yield per ha is 1/4, and production per household 
is 1/14. These facts indicate the low productivity of sericulture in the country. Further, the quality of 
raw silk made in Nepal is “Grade A” in most cases, whereas Indian silk is “Grade 2A” or “Grade 4A” 
and Japanese one is “Grade 4A”. It shows that the quality of Nepalese silk does not respond to the 
expectation/needs of the international market. The direct reasons of low productivity and quality come 
from the limited number of skilled technicians and extension workers to provide appropriate techniques 
(e.g. mulberry cultivation, disease prevention, rearing method, mounting method, and cocoon 
selection). 

The Government of Nepal played a leading role on the development of the domestic silk industry 
by carrying out the introduction and instruction of cocoon production, cocoon procurement, drying and 
production of raw silk from the procured cocoons. The Ministry of Agriculture and Cooperatives made 
several achievements on sericulture development (cf. establishing branch offices in several regions, 
introducing reeling machines, preserving new varieties of silkworm from Japan, silkworm egg 
production and distribution, etc.) with support from donor agencies and NGOs. The quality of the 
produced cocoon, however, remained at a low level and led not only to the lower quality of raw silk, but 
also to higher costs, compared to that of the market price. Accordingly, Nepalese raw silk could not 
compete against Chinese and Indian silk which are also imported to Nepal. Together with the officially 
fixed pricing system, the raw silk made by the Government was not likely to be sold, which indicated 
that the more the Government produced raw silk from low quality cocoon, the more deficits emerged. 

Under these circumstances, the Government of Nepal requested the Government of Japan for a 
technical cooperation project for verification of quality cocoon and silk production model. In response 
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to the request, JICA, together with the Government of Nepal started the Project in December 2006. 
 
2. Project Overview 
(1) Overall Goal: 

- The model＊ for quality cocoon and silk production are replicated to other parts of Nepal. 
- The income of seri-farmers and workers around serifarmers is increased through the 

improvement. 
 
(2) Project Purpose:  

The quality cocoon and silk production model is verified in the target area through capacity 
building and strengthening of the linkage among serifarmers groups, Government technicians, NGOs, 
Private entrepreneurs and other stakeholders.  
 
(3) Outputs: (Revised as a result of the Joint Mid-Term Evaluation Study) 

1. The technical capacity among farmers groups are strengthened through capacity development of 
Government technicians.  

2. The cooperation among Government, Private entrepreneurs, and seri-farmers’ groups for market 
exploration is established. 

3. The capacity of DOIED to strengthen linkage among Governmental agencies, farmers and Private 
entrepreneurs is strengthened. 

 
(4) Inputs (as of this Mid-Term Evaluation) 

Japanese side： 
Long-term Experts: 2 persons in total,  Short-term Experts: 25 persons in total 
Training in overseas: 13 persons in total 
Equipment: 1,717,000 Japanese Yen (as of March 2011) 
Local cost: 37,322,000 Japanese Yen (as of March 2011) 

 
Nepalese side: 

Counterparts: 14 persons 
Local cost: The Government provides subsidy not only for seri-farmers but also for private 
entrepreneurs which produce Zaguri silk. DOIED also provides travel/daily allowance for JT/JTA 
to monitor farmers’ activities. According to the Nepalese side, the allocated budget for Dhunibesi 
farm was approximately NRs. 29,576,000. About 15% of the budget was spent for Nuwakot area. 

 
 
 

                                                        
＊ A model specified in the Project Purpose mainly consists of the following components. 

- Preparation of manuals and implementation of training courses in a cascade manner (Officers→JT/JTA→SM→

seri-farmers)  
- Establishment of a system in which private entrepreneurs directly buy Zaguri silk from seri-farmers 
- Development of Zaguri silk products by private entrepreneurs 
- Establishment of a monitoring system by JT/JTA and SM by using an inspection sheet 
- Establishment of collection system of statistics regarding sericulture 
- Strengthening of seri-farmers groups to the direction of establishment of cooperatives 
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II. Evaluation Team 

Members of 
Evaluation 
Team 

Japanese Side 
Name Designation & Organization 

Mr. Toru TAKE 
Team Leader 

Senior Representative, JICA Nepal Office 

Dr. Makoto KIUCHI Director, Division of Insect Sciences,  
National Institute of Agrobiological Sciences 

Mr. Tomohiro ARIMA Representative, JICA Nepal Office 
Mr. Atau KISHINAMI Consultant,  

International Development Associates, Ltd. 
 
Nepalese Side 

Name Designation & Organization 
Ms. Uma Maiya SHRESTHA 
Team Leader 

Senior Agricultural Economist,  
Department of Agriculture, MOAC 

Mr. Bhoj Raj SAPKOTA Agricultural Economist,  
Monitoring and Evaluation Division, MOAC 

 
 

Period of Evaluation： 19th June, 2011～6th July, 2011 Type of Evaluation： Terminal Evaluation 

III. Results of Evaluation 

1. Achievements 
(1) Project Purposes 

Looking at the record of past three years, the normal cocoon ratio at the Project site was 
more than 89.3%, while the shell ratio was more than 22.6% and hatching percentage was more 
than 90%.   

Annual average yield per box, however, was below the target rate as shown in the below 
table.  

 
2008 2009 2010 

14.6kg 12.7kg 14.0kg 
(The yield of the following season of some areas was beyond the target of 20kg) 
 
The Project provided Zaguri silk for several private companies and supported product 

development activities. As a result, Association of Craft Producers (ACP), Mahaguthi, Kala Guthi 
and Women Guidance Association (WGA) have produced new products (e.g. scarves and shawls) 
and started their sales. 
 
(2) Outputs 
Output 1: 

Five technical manuals and a rearing calendar were published as planned and utilized by 
JT/JTAs, silk mobilizers and sericulture farmers. The rate of adoption of major sericulture 
techniques slightly increased from 56.3% to 61.6% in three villages, Nalang, Salang and Baireni, 
while the ratio of “C” rank farmers who partially utilize technique and require improvement 
decreased from 12.6% to 1.2%. In addition, JT/JTA trainings were implemented three times by 
officers. Pre-test and post-test were conducted at the trainings to survey on JT/JTAs’ understanding 
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of the training contents. In average, 49% improvement was observed. 
 
Output 2: 

The Project published a technical manual which is inevitable for fair cocoon quality 
assessment, and implemented training for JT/JTA and silk mobilizers. At the same time, the 
government set up a committee, which consists of DOA, DOIED, SAN, private sector and 
sericulture farmers, to determine prices of cocoon and silk. The committee has already revised 
prices, carefully considering cocoon production cost, quality, international price, etc. In addition, 
Interaction meetings were held 18 times and government, private sector and sericulture farmers 
discussed such issues as cocoon transaction, production, market system, etc. 

 
Output 3: 

The Project facilitated sericulture groups in Nalang and Salang to start Zaguri production and 
as a result, they have already started to sell Zaguri silk to the private sector. In terms of 
institutional development of sericulture groups, all sericulture farmers belong to some group and 
the majority of them use micro credit loans and manage their saving and fund in a proper way. 
Regarding involvement of Government in activities if farmer groups and Private entrepreneurs (12 
visits/yr to farmers groups, 3 visits/yr to private sector), the case of Salang only exceeded the 
target. The visit to the private sector significantly exceeded the target (18 times). In addition, 
various formats for data collection were produced and new monitoring system and statistics are 
introduced. 
 
2. Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 

The Project is in harmony with the Nepalese policies and relevant to the needs of the 
government. Three-Year National Plan states the poverty alleviation as one of the priority issues 
and sericulture development, which generates cash, is considered to contribute to alleviate poverty. 
The previous Three-Year Plan (2007/2008-2009/2010) also pointed out that sericulture is one of the 
agricultural industries that alleviate poverty. In addition, considering potentiality of the sericulture 
program, NPC prioritized it as “Priority 1”. Furthermore, The Project is in line with the needs of 
beneficiaries Government, and ODA policy of Japan since  Japan’s past experience in the field of 
sericulture can be utilized. 
 
(2) Effectiveness 

The Project Purpose will generally be achieved by the Project completion as indicated by: i) 
the normal cocoon ratio at the Project site, the shell ratio and hatching percentage and ii) 
production of original silk products by private entrepreneurs. The average yield per box, however, 
was 14.0kg in 2010, which fell short of the target figure of 20kg, because rearing result of autumn 
2nd season was unexpectedly low. The average yield is a quite important index and therefore, 
Effectiveness is considered moderate. Important assumptions to achieve the Project Purpose such as 
creation of environment for Private entrepreneurs to invest on original silk products have been realized.

 
(3) Efficiency 

Most indicators at the Outputs level have already shown progression towards their fulfilment 
by the general achievement of Activities. In general, inputs were appropriate in terms of quality, 
quantity and timing and have sufficiently been utilized for conducting activities and producing 
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Outputs. Regarding the Nepalese inputs, counterpart personnel are not full-time and quite often 
transferred. It was pointed out that daily/travel allowance for JT/JTA are not adequate to 
sufficiently monitor farmers' activities as proposed in the Annual Program. Efficiency is considered 
relatively high. 

 
(4) Impact 

Though the Project area is confined to Dhading District (Dhunibesi Farm), technical manuals 
concerning production of quality cocoon were distributed to JT/JTAs in other farms and utilized for 
extending sericulture technical know-hows. In addition, Zaguri production has expanded to other 
areas besides Dhading. Product development by using Zaguri silk has been promoted by private 
sector and some products have already been on sale. In addition, DOIED has started direct cocoon 
transaction between sericulture farmers and private sector from 2009. To promote this trend, 
DOIED introduced new subsidies to promote production and transaction of cocoon and Zaguri silk. 
So far, Nalang Zaguri group and Salang group have produced 92.5kg and 160.8kg of Zaguri silk 
respectively for the private sector. A sericulture farmer/entrepreneur produced one ton of Zaguri 
silk so far with the support of DOIED. The total income out of Zaguri was about Nrs.2864,200. 
These activities have contributed to the enhancement of female employment in rural areas. 

 
(5) Sustainability 

Regarding policy and institutional aspects, support might be expected since the Project is in 
harmony with the Nepalese policies and relevant to the needs of the government, although 
“National Sericulture Policy” has not yet been approved. In addition, the Project established a 
system in which private entrepreneurs directly buy Zaguri silk from seri-farmers and as a 
consequence, those entrepreneurs now develop products, which has led to the enhancement of 
Zaguri silk demand. Regarding technological aspects, by introducing training system in a cascade 
manner (DOIED Officers→JT/JTA→Silk Mobilizers→seri-farmers), the Nepalese side has 
obtained a method to continue or develop the activities. However, financial aspects are still weak 
and frequent transfer of counterpart personnel hinders positive effects produced by the Project. 
Sustainability is considered moderate. 
 
3. Factors that promoted realization of effects 
- DOIED has started direct cocoon transaction between sericulture farmers and private sector from 

2009. To promote this trend, DOIED introduced new subsidies to promote production and 
transaction of cocoon and Zaguri silk. 

- The Project established a system in which private entrepreneurs directly buy Zaguri silk from 
seri-farmers and develop products. It significantly reduced the stock of cocoon and enhanced the 
domestic demand of Zaguri silk. Involvement of the private sector should be considered in the 
planning stage.  

 
4. Factors that impeded realization of effects 
- Frequent transfer of counterpart personnel hinders positive effects produced by the Project. 
- The National Sericulture Policy was drafted in accordance with the recommendation made by the 

Consultation Study Team in August 2008, the Policy is still in the process of revision by MOAC and 
has not been approved yet. 
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5. Conclusion 
In conclusion, the Project activities have been conducted as planned and it is expected that the 

Project Purpose would be achieved at a certain satisfactory level by the end of the Project period. There 
are some unfulfilled indicators (indicator 1 at the Project Purpose level) since the Project has been 
challenging a difficult issue in the context of complicated process of producing Zaguri silk products 
(mulberry production, cocoon rearing, Zaguri silk production, product development) as well as 
establishment of supply chain.  In addition, limited resources especially at the seri-farmers’ level is 
crucial. Evaluation based on five criteria (Relevance, Effectiveness, Efficiency, Impact and 
Sustainability) shows some positive results and graded moderate or above despite this time-consuming 
process and limited resources. The Project, therefore, will be completed in November 2011. 
Sustainability would be further strengthened when the recommendations are met. 
 
6. Recommendations 

Items to be addressed in the medium- and long-term 
(1) Approval of the National Sericulture Policy 

Although the National Sericulture Policy was drafted in accordance with the recommendation 
made by the Consultation Study Team in August 2008, the Policy is still in the process of revision by 
MOAC and has not been approved yet. The process should be accelerated in order to promote every 
aspect of sericulture industry, including i) quality cocoon production, ii) encouragement of private 
entrepreneurs involvement, and iii) promotion of monitoring farmers’ activities by technicians. 
Furthermore, the model developed through the project should be extended into other areas with 
allocation of budget according to the proposed National Sericulture Policy. 
 
(2) Strengthening Collaboration with Relevant Authorities 

Through the project activities such as a workshop on Promotion of Zaguri silk, relationship 
between the government, private entrepreneurs and seri-farmers’ group was strengthen, and supply 
chain of sericulture industry from upstream to downstream was established. Sericulture industry is one 
of the potential industries for rural area, thus these efforts should be retained and developed. To that 
end, the framework to encourage the participation of relevant authorities, such as FNCCI and the 
Ministry of Commerce and Industry, in order to promote post cocoon activities as well. 
 
(3) Dispatch of Volunteer for “Silk Promotion” 

Since the Project cooperate to Zaguri silk promotion, private companies keep on a strong will and 
demand to develop Zaguri silk production. However, the number of the private companies entering 
Zaguri silk production is still limited, and their knowledge on “Silk” as material is still not sufficient to 
expand silk production market. Therefore, dispatch of volunteer for “Silk Promotion” is expected as 
follow-up activity of the Project in order to promote entry of private companies into silk production 
market and to encourage the supply-chain established by the Project. 
 
(4) Institutionalization of SM 

Realizing the important role of SM in bridging and transferring sericulture technology from 
resource centre to farmers, the local governments should institutionalize and retain SM even after 
termination of the Project. 
 
(5) Upgrading of JT/JTA’s Facilitation Capacity 

Government’s involvement concerning strengthening of farmers’ organization is not strong. In 
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order to smoothly carry out joint activities among seri-farmers, it is essential to organize farmers’ 
organization, such as a cooperative. The Team, therefore, recommends upgrading JT/JTA’s facilitation 
capacity. 
 
(6) Improvement of Cocoon Yield 

Yield of cocoons is still low and remains less than 20kg/box in average. In particular, in Autumn 
2nd season is usually quite low compared to other three seasons. In order to increase the yield, necessary 
measures, such as adequate disinfection, satisfactory mulberry cultivation, and proper treatment of 
silkworm, should be taken by seri-farmers under technical guidance and instructions of technicians. 
 
(7) Utilization of CRC at PSSCRC, Dhunibesi 

CRC of Dhunibesi which was newly constructed by the Project is not currently utilized for 
rearing purpose due to defect in rearing racks. It is strongly recommended that DOIED and Dhunibesi 
should utilized CRC as per technical requirements. 
 
(8) Ensuring of the Supporting Budget 

For the sustainability of the Project, the counterpart personnel from the Government of Nepal 
should ensure the supporting budget (e.g. travel/daily allowance), so that it can not hinder to achieve 
the project output. 
 
Items to be addressed until the end of the Project 
(9) Collection of Baseline Data 

In order to provide data/statistics corresponding to indicators for overall goal, relevant data 
should be collected through the monitoring system and statistics introduced by the project. Moreover, 
baseline data should be collected at the early stage of a project. 
 
(10) Utilization of Zaguri Machines for Training Purpose 

Based on the request, the Project provided 10 sets of Zaguri machines for PSSCRC. PSSCRC 
should notify the availability of training courses by using the machines to the public and train farmers 
and relevant personnel of the private entrepreneurs, which also contribute to the effective use of its 
personnel.  
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第１章 終了時評価の概要 
 
１－１ 終了時評価の背景・目的 

ネパールは就業人口の65%が農業に従事し、国民総生産の約40%を農産物が占める農業国である。

ネパールの国土は山地が多くを占め、耕作可能地はほぼ開墾されていることから、多様な地形と

気候を活かし、養蚕をはじめ、果樹、茶などの付加価値の高い換金作物の生産が求められている。

ネパール政府は、暫定3カ年計画（2007-2010）において「貧困撲滅」に資する農業商業化推進策の

一つとして養蚕振興を挙げている。 
わが国は1995年2月～5月に短期専門家を派遣し、養蚕開発の可能性について調査を行い、その

後、長期専門家の派遣（1995年12月～1997年）、短期専門家（1998年）、ミニプロジェクトの実施

（1999年12月～2002年）、フォローアップ専門家の派遣（2003年2月～2005年）と、継続的な協力

を行ってきた。一連の協力の結果、蚕種製造管理技術については定着するなど一定の成果が見ら

れるが、国際競争に耐え得る優良繭の生産までには結びついてはいない。市場性のある繭を生産

するためには蚕飼育管理技術の向上、普及サービスの質の向上、繭品質管理の徹底など、さまざ

まな課題を抱えている。 
ネパール政府はこれまでの協力を土台として、蚕種の安定供給及び普及活動の強化による繭増

産を図るとともに、プライベートセクターを主体としたシルク産業の発展を推進することを目的

とし、日本政府に技術協力の実施を要請した。 
本案件はネパールの養蚕農家の収入向上を上位目標におき、村落レベルにおける普及員・農家

等への優良繭生産技術の指導と、組織化による品質向上のための実践的取り組みと政府、農家、

民間企業の連携強化を通じ、収入向上の基礎となる優良繭・シルクの生産モデルを実証すること

を目標としている。 
プロジェクトの初期においては、活動に進展が見られた一方で、カウンターパート機関である

農業協同組合省農業局産業昆虫課の養蚕政策が明確になっていないことなどが課題として挙げら

れており、2008年度に本件国内支援委員会を設置した。その後、2008年8月、11月に運営指導調査

団、2009年6月には中間レビュー調査団、2010年3月には運営指導調査団を派遣して双方の今後の

取り組みについて継続的な協議を行ってきた。中間レビュー調査においては、ネパール政府とも

合意のうえ、現実に即したプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）及び活動計画の変更

を行った。 
今回実施の終了時評価調査では、2011年11月にプロジェクト期間（5年間）終了を迎えるにあた

り、これまでのPDM及び活動計画に基づき、ネパール政府と合同で本プロジェクトの実績及び実

施プロセスを確認･検証するとともに、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続

性）に基づきプロジェクトの評価を行った。また、評価結果を踏まえ、プロジェクト目標･上位目

標の達成に向けた提言や他案件への教訓を導き出すとともに、結果を合同評価レポートに取りま

とめた。 
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１－２ プロジェクト概要 

（１）上位目標 
１．優良繭生産及びオリジナルシルク生産のモデル1がネパール国内で展開される。 
２．改善を通じて、養蚕農家及び蚕糸業関係者の収入が向上する。 

 
（２）プロジェクト目標 

養蚕農家グループと政府普及員／民間企業の能力向上・連携強化を通じて、優良繭・シル

クの生産モデルが実証される。 
 
（３）成果 

１．普及員の能力強化を通じて、養蚕農家グループの能力が強化される。 
２．市場開拓のための政府、民間企業、農家グループ間の協力関係が構築される。 
３．政府、農家、民間企業間の連携のための産業昆虫課の能力が強化される。 

 
１－３ 合同評価調査団の構成 

（１）日本側調査団 
No. 氏名 分野 所属 期間 

１ 武  徹 総括 JICAネパール事務所次長 2011年6月27日–7月6日 

２ 木内 信 養蚕振興 
独立行政法人農業生物資源研究所 

昆虫科学研究領域長 
6月26日–7月6日 

３ 有馬 朋宏 計画管理 JICAネパール事務所 所員 6月19日–7月6日 

４ 岸並 賜 評価分析 （株）国際開発アソシエイツ 6月19日–7月6日 

 
（２）ネパール側調査団 

１ Ms. Uma Maiya SHRESTHA Team Leader 
Senior Agricultural Economist, Department of 
Agriculture, MOAC 

２ Mr. Bhoj Raj SAPKOTA Team Member
Agricultural Economist, Monitoring and 
Evaluation Division, MOAC 

                                                        
1 本プロジェクトで確立したモデルの内容は下記のとおり。 
（1）カスケード方式による研修のための技術マニュアル作成 
（2）民間企業による養蚕農家グループからの繭・座繰り生糸の直接買取り 
（3）民間企業による座繰り生糸製品開発 
（4）チェックシートを活用した普及員／普及員補（JT/JTA）及びシルクモビライザー（SM）によるモニタリング 
（5）養蚕統計・モニタリング制度の構築 
（6）協同組合設立に向けた養蚕農家グループの強化 
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１－４ 調査日程 

日 訪問先・用務 

6/19 日 【岸並団員】カトマンズ到着 

6/20 
～ 

6/25 

月 
 

土 
岸並団員による先行調査、インタビュー 

6/26 日 【木内団員】カトマンズ到着 

6/27 月 10：30 団内打ち合わせ 
13：00 コパシ支場視察 

6/28 火 10：30 第一回合同評価委員会 
・ 評価目的、方法の確認 
・ 岸並団員による先行調査結果の共有 

15：00 団内打ち合わせ 
16：30 民間企業視察 

6/29 水 07：00 サイト視察（合同） 
・ ドニベシ支場 
・ バイレニ村落開発委員会（VDC） 
・ ナランVDC 

※岸並団員は民間企業等へのインタビューを実施 
6/30 木 11：00 第二回合同評価委員会 

・ 評価５項目、成果達成状況のレビュー 
・ 調査結果、提言についての協議 
・ 合同評価レポート案、ミニッツ案の確認 

7/1 金 終日 合同評価レポート案、ミニッツ案作成 

7/2 土 終日 合同評価レポート案、ミニッツ案作成 

7/3 日 14：00 第三回合同評価委員会 
・ 合同評価レポート案、ミニッツ案の確認 

7/4 月 11：00 合同調整委員会 
・ 合同評価レポート発表 
・ ミニッツ署名 

14：00 JICAネパール事務所報告 
16：30 大使館報告 

7/5 火 【木内団員、岸並団員】 
カトマンズ発 
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１－５ 主要面談者2 
（１）ネパール側 

１）農業協同組合省（MOAC）農業局（DOA） 
Mr. Vijoy Kumar Mallick 局長 
Dr. Bishnu Dalta Awasthi 副局長 

２）DOA産業昆虫課（DOIED） 
Mr. Jagadish Bhakta Shrestha 課長（プロジェクトダイレクター） 
Mr. Durga Prasad Dawadi 職員（プロジェクトマネージャー） 
Mr. Madhu Sudan Ghimire 職員 
Mr. Raj Narayan Singh ドニベシ支場長 
Mr. Bhakta Raj Palikhe コパシ養蚕試験場長 

 
（２）日本側 

１）プロジェクト関係者 
柳川 弘明 チーフアドバイザー／養蚕振興政策 専門家 
渋谷 優子 業務調整／農民組織化 専門家 
川口 えり子 商品開発 専門家 
山口 明雄 養蚕普及 専門家 
Mr. Raghu Shrestha プロジェクトスタッフ 

２）在ネパール日本国大使館 
大野 菊夫 二等書記官 

 

                                                        
2 加えて、サイト調査における訪問先で、各支場スタッフ、SM、養蚕農家、民間企業関係者にも面談している。 
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第２章 プロジェクトの実績 
 
２－１ 投入実績 

２－１－１ 日本側投入 
（１）専門家の派遣 

2名の長期専門家が、①チーフアドバイザー、②業務調整／農民組織の分野で、延べ25名
の短期専門家が、①商品開発、②チーフアドバイザー、③養蚕普及の分野で派遣された。

詳細については、付属資料１の合同評価報告書のANNEX7参照。 
 

（２）機材供与 
座繰り器、コピー機、プリンター、コンピューターなどが提供された。詳細については、

合同評価報告書のANNEX9参照。 
 

（３）ローカルコスト 
プロジェクト開始時から2011年3月末までに、合計NPR 30,944,301のローカルコストが投

入された。詳細については、合同評価報告書のANNEX8参照。 
 

（４）海外研修 
合計13名のオフィサー及びJT/JTAがインドにおいて、①二化性養蚕技術、②養蚕行政に係

る研修コースを受講、合計10名のオフィサーがラオス、タイ、インドにおいて、視察プロ

グラムに参加した。 
 

２－１－２ ネパール側投入 
（１）カウンターパートの配置 

合計14名（DOIED：7名、SDD：1名、PSSCRC：6名）のカウンターパートが配置されて

いる。詳細については、合同評価報告書のANNEX10参照。 
 

（２）事務所 
日本人専門家のための執務室や必要な設備が提供された。 

 
（３）ローカルコスト 

ネパール政府は、養蚕農家のみならず、座繰り生糸を生産している民間企業に対しても

補助金を拠出している。またDOIEDはJT/JTAに対して、養蚕農家へ普及活動・モニタリン

グを行う際の交通費・日当を支給している。ネパール側によると、プロジェクト期間中、

ドニベシ支場に割り当てられた予算は、約NPR 29,576,000であり、そのうち約15％はプロジ

ェクト対象地域外であるヌワコット郡のためのものであった。 
 
２－２ 活動実績 

プロジェクト活動は、活動計画表（PO）や年間活動計画に基づき、ほぼ予定通りに実施されて

いる。しかしながら、PDMの活動3-1「NGOとの農民組織化を通じて、ファシリテーション能力を
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強化する」については、期待通りの進捗を見せていない。原因としては、農家に対する普及活動

を行う際にJT/JTAに支払われることになっている交通費・日当に配賦されている予算が少なく、

JT/JTAがNGOの実施する農民組織強化の活動に十分に参加できていないことが挙げられる。プロ

ジェクトは今後も可能な限りJT/JTAをこの活動に参画させるよう、DOIEDに働きかけていく予定

である。 
 
２－３ 成果の達成状況 

２－３－１ 成果１ 
成果１「普及員の能力強化を通じて、養蚕農家グループの能力が強化される」の達成状況は、

表２－１のとおりである。プロジェクト活動はほぼPOに沿って実施され、成果１は発現されつ

つある。 
 

表２－１ 成果１の達成状況 

指標 達成状況 
1-1 技術マニュアルの配

布（5種類） 
以下の5つの技術マニュアルと、1つの飼育カレンダーが作成さ

れ、JT/JTA、SM及び養蚕農家によって使用されている。 
① Silkworm rearing calendar 
② Illustrated technical manual on silkworm rearing technology 
③ Illustrated technical manual on mulberry cultivation technology  
④ Illustrated technical manual on cocoon assessment 
⑤ Technical manual on silkworm disease management 
⑥ Silk production 

したがって、指標は達成されている。 
1-2 養蚕農家への技術の

定着度（モニタリング採

点20％向上） 

 2009年の初旬及び2011年初旬に調査を実施し、アンケートの結

果を比較した。 
 主な養蚕技術の適用率（定着率）3 は、ナラン村70.4％、サラン

村70.0％、バイレニ村は44.8％であり、平均値は56.3％から

61.6％に上昇している。一方、Cランク（一部技術は利用して

いるものの、改善を要する）の農家は12.6％から1.2％に大幅に

減少している。 
 

村 ランク4 2009年 2011年 
ナラン A 42.86％ 70.4％ 

B 42,86％ 29.6％ 
C 14.28％ 0％ 
D 0％ 0％ 

サラン A 75.0％ 70％ 
B 15.62％ 30％ 
C 9.38％ 0％ 
D 0％ 0％ 

    

                                                        
3 「利用された技術の数」を25点満点で点数化し、Aランクの農家の割合を定着率として集計している。 
4 21～25：Aランク（技術が理解され、大部分が理解されている）、16～20：Bランク（多くの技術が利用されている）、11～15：

Cランク（一部技術は利用されているが、更なる改善が必要）、0～10：Dランク（技術が利用されていない） 
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バイレニ A 67.56％ 44.8％ 

B 27.04％ 51.7％ 
C 5.4％ 3.5％ 
D 0％ 0％ 

合計 A 56.3％ 61.6％ 
B 31.1％ 37.2％ 
C 12.6％ 1.2％ 
D 0％ 0％ 

 
 消毒の実施や堆肥の使用はそれぞれ100％、98.9％に達してい

る。しかしながら、コンクリート床の割合は12.9％、化学肥料

の施肥は10.3％で依然として低い。 
 指標は一部達成されている。 

1-3 普及員への技術の定

着度（研修時テスト30％
向上） 

JT/JTA対象の研修がオフィサーにより3回実施された。研修前後

に内容の理解度を測るための試験が実施され、その結果、平均49％
の向上が確認された。したがって、指標は達成されている。 

出典：プロジェクト報告書及びインタビュー 

 
２－３－２ 成果２ 

成果２「市場開拓のための政府、民間企業、農家グループ間の協力が構築される」の達成状

況は、表３－２のとおりである。プロジェクト活動はほぼPOに沿って実施され、成果２は発現

されつつある。 
 

表２－２ 成果２の達成状況 

指標 達成状況 
2-1 繭品質評価法の改善 プロジェクトにより、繭質の評価に不可欠な技術マニュ

アルが作成され、JT/JTA及びSMを対象に研修が実施され

た。同時にネパール政府は、繭や生糸の価格を決定するた

めにDOA、DOIED、ネパールシルク協会（SAN）、民間セ

クター及び養蚕農家から構成される委員会を設置した。委

員会は繭生産に係る経費、繭質、国際価格などを十分に考

慮したうえで、繭の価格改定を実施している。したがって、

指標は達成されている。 
2-2 座繰り糸製品の開発に参入

した民間企業（3社） 
民間企業であるACP、Mahaguthi、Kala Guthi及びWGAの

4社が既に座繰り生糸製品の開発に参入している。したがっ

て、指標は達成されている。 
2-3 農家、政府、民間企業の連携

強度（会議・活動4回／最終年度） 
政府、民間企業、農家によるInteraction Meetingがバイレ

ニ村、サラン村、ナラン村及びドニベシ村において合計18
回開催され、繭取引、生産、市場システム等について議論

が行われた。また座繰り生糸の振興に係るワークショップ

が開催され、三者それぞれの役割について共通の認識が確

立された。したがって、指標は達成されている。 
出典：プロジェクト報告書及びインタビュー 
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２－３－３ 成果３ 
成果３「政府、農家、民間企業間の連携のための産業昆虫課の能力が強化される」の達成状

況は、表３－３のとおりである。プロジェクト活動はほぼPOに沿って実施され、成果３は発現

されつつある。指標3-1は達成されているものの、活動3-1はNGOによる活動を中心に実施されて

いる。 
 

表２－３ 成果３の達成状況 

指標 達成状況 
3-1 養蚕農家グループの活動改

善 
プロジェクトはナラン村及びサラン村において養蚕農家

グループを対象に、座繰り生糸の生産を開始するためのフ

ァシリテーションを実施した。その結果、現在では養蚕農

家グループが中心となって座繰り生糸を生産し、民間企業

に対して座繰り生糸を販売するまでに至っている。養蚕農

家グループの組織化については、すべての養蚕農家がいず

れかのグループに属し、多くのグループはマイクロクレジ

ットによるローンを提供し、適切な資金の管理を行ってい

る。したがって、指標は達成されている。 
3-2 政府の農家グループ・民間企

業に対する積極的関与 
（農家訪問12回/年／民間訪問3回
/年） 

 JT/JTAが養蚕農家を訪問した年平均回数は、ナラン村

で5.6回、サラン村で14.4回、バイレニ村で5.6回であり、

サラン村でのみ目標の12回を上回っていた。しかしな

がら、JT/JTAによると年間約8回（2回/蚕期）は定期的

に村を訪問しており、その他、農家からの要請に基づ

いて訪問を実施している。加えて、ドニベシ支場長も

日本人専門家とともに年間に数回これらの村を訪問し

ている。 
 SMによる上記3村の年平均訪問回数は、それぞれ9.6回、

34回、13.6回であった。 
 DOEIDによる民間企業訪問の回数は年間で18回を数

え、目標を大きく上回った。 
 指標は一部達成されている。 

3-3 統計、モニタリングシステム

の導入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 DOEIDは統計に含めるべきデータを明確化し、収集方

法について検討を行った。また、データ収集のための

フォーマットを作成し、養蚕統計を確立するためにデ

ータを収集した。 
 DOIEDは養蚕に係る統計データを処理する担当者を配

置した。 
 プロジェクトは、以下の調査を実施し、データを取り

まとめた。 
① ダディン郡における養蚕の動向調査 
② 養蚕農家による技術の適用・定着度に関するアンケ

ート調査 
③ 養蚕農家による座繰り生糸生産及び養蚕グループ

の組織度に関するアンケート調査 
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④ フォーマットの使用による養蚕農家での蚕の生育

状況調査 

⑤ フォーマットの使用による村落稚蚕飼育所（CRC）
での蚕の生育状況調査 

 指標は達成されている。 
出典：プロジェクト報告書及びインタビュー 

 
２－４ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標「養蚕農家グループと政府普及員／民間企業の能力向上・連携強化を通じて、

優良繭・シルクの生産モデルが実証される」の達成度を測るための2つの指標が設定されており、

一部を除きプロジェクトの進捗にしたがって徐々に指標は満たされつつある。表３－４にプロジ

ェクト目標の達成状況を示す。 
 

表２－４ プロジェクト目標の達成状況 

指標 達成状況 
1 農家の繭品質向上

（正常繭歩合80％、繭

層歩合20％、孵化歩合

90％、箱当たり収繭量

20kg） 

 プロジェクト対象地域における過去3年間の正常繭歩合は89.3％、

繭層歩合は22.6％、孵化歩合は90％以上であった。したがって、目

標値は達成されている。 
 各村の蚕種1箱（20,000粒）当たり収繭量は以下のとおりであり、

目標値には達していない。 
 

＊クンプール村は2010年の春1期をもって養蚕から撤退した。 

 
 

年 蚕期 バイレニ

村 
* ク ン プ

ール村 
サラン村 ナラン村 平均 

2008 春1 22.7kg 18.3kg 8.6kg 21.0kg 18.1kg 
春2 15.0kg 16.5kg 18.4kg 17.0kg 16.8kg 
秋1 13.5kg 11.7kg 11.4kg 11.7kg 12.0kg 
秋2 9.1kg 7.8kg 4.2kg 12.2kg 8.5kg 
年平均 16.6 kg 14.0kg 11.6 kg 15.9 kg 14.6 kg 

2009 春1 13.4kg 11.3kg 8.9kg 19.0kg 13.8kg 
春2 11.3kg 9.4kg 21.8kg 11.7kg 14.1kg 
秋1 14.8kg 15.2kg 15.6kg 9.4kg 13.5kg 
秋2 9.9kg 3.2kg 3.7kg 5.2kg 6.5kg 
年平均 12.6 kg 9.6 kg 14.5 kg 12.0 kg 12.7 kg 

2010 春1 18.8kg 14.8kg 15.5kg 17.7kg 17.6kg 
春2 10.6kg n/a 17.7kg 13.5kg 13.8kg 
秋1 15.0kg n/a 13.3kg 10.2kg 13.2kg 
秋2 8.3kg n/a 8.3kg 12.9kg 9.7kg 
年平均 14.0 kg 14.8 kg 14.6 kg 13.6 kg 14.0 kg 

2011 春1 17.3kg n/a 23.6kg 13.0kg 17.4kg 
春2 10.1kg n/a 16.9kg 10.7kg 12.4kg 
平均 14.0kg n/a 19.6kg 11.8kg 14.8kg 
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サラン村以外の村では、2009年の収繭量が悪い傾向を示し、蚕期別

でみると春1蚕期が最も良い飼育成績を示した。サラン村は、年々良

くなる傾向を示し、蚕期別では外温が低い時期の春1蚕期及び秋2蚕期

が悪い傾向を示した。 
ただし、上記のとおり蚕期によっては、指標の箱当たり収繭量20㎏

を上回っている村もある。具体的には、2008年春1蚕期のバイレニ村

及びナラン村、2009年春2蚕期のサラン村、2011年春1蚕期のサラン村

であるが、これは桑の生育、外気の温湿度、適切な消毒、適切な稚蚕・

壮蚕飼育等の好条件が揃ったためと推測される。 
2 民間企業によるオ

リジナルシルクの生産

（3種類/3社） 

プロジェクトは幾つかの民間企業に座繰り生糸を提供するととも

に商品開発活動を支援した。その結果、ACP、Mahaguthi、Kala Guthi
及びWGAが、様々なスカーフやショールといった新商品を生産してい

る。加えて、Everest Art Paperがバイレニ村のAdhikari Zaguri Centerで
生産された座繰り生糸を使用し、インテリア商品を生産・輸出してい

る。したがって、指標は達成されている。 
出典：プロジェクト報告書およびインタビュー 

 
２－５ 実施プロセス 

PDMの改訂、モニタリング活動、各種会議の観点から実施プロセスを検証し、おおむね順調で

あることが確認された。 
 
（１）PDMの改訂 

2009年6月の中間レビューの際、活動の再整理と指標の明確化・定量化を図ることを目的と

して、PDMを改訂した。この改訂により、プロジェクトの活動が明確になるとともに、繭質

の改善のみならず、民間企業との連携を強化するというプロジェクトの方針も転換され、プ

ロジェクトの運営が改善された。 
 
（２）モニタリング活動 

プロジェクトは毎年末にモニタリング計画を策定し、DOIEDはその計画に基づいて、モニ

タリングを実施した。プロジェクト・ダイレクターやプロジェクト・マネージャーによるモ

ニタリングは頻繁には行われてはいないものの、フィールド・コーディネーター（ドニベシ

支場長）が責任をもってモニタリングを実施している。したがって、モニタリング活動は適

切であるといえる。 
 
（３）合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC） 

JCCは2011年7月までに8回実施されている。出席者は、カウンターパート、日本人専門家、

JICAネパール事務所、日本大使館、MOACの関連職員であり、①プロジェクトの進捗状況、

②PDMやPOの改訂・承認、③プロジェクトの関連活動などが報告、協議されている。 
 
（４）定例会議 

毎月1度開かれる定例会議は、2011年6月現在までに25回開催されている。会議では直近の

プロジェクト活動（研修の日時等）の確認などを行っている。出席者は、DOIED職員、SM、
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養蚕農家、NGO職員及び日本人専門家である。 
 

（５）Interaction Meeting 
Interaction Meetingは、2011年6月現在までに18回開催されている。出席者は、政府、民間企

業、養蚕農家であり、繭取引、繭生産、市場システム等について協議をしている。 
 



 

－12－ 

第３章 評価結果 
 
３－１ 評価５項目による評価 

３－１－１ 妥当性 
妥当性は以下の理由から高い。 

 
（１）ネパールの政策との整合性 

プロジェクトはネパールの政策及びニーズと合致している。国家3カ年計画（2010/11- 
2012/13）では、貧困削減を優先課題の一つとして取り上げているが、換金性の高い作物で

ある養蚕を振興することは貧困削減に寄与することから、同計画とも合致している。また、

国家3カ年計画（2007/2008-2009/2010）においては、貧困を削減するための重要な産業であ

る農業の一つとして養蚕が取り上げられていた。加えて、国家計画委員会（NPC）は貧困削

減に係る養蚕の可能性を考慮し、2010／2011年度の政策優先順位においては、養蚕を「プ

ライオリティ1」と位置づけ、高い優先順位を与えている。したがって、プロジェクトはネ

パールの政策との整合性は高い。 
 

（２）日本政府の支援の方向性との整合性 
日本の農業・農村開発プログラムは、優先課題である「地方の貧困削減」のもと、「食料

安全保障」、「農業収入機会の向上」、「行政・農民組織強化」を3つの柱としている。本プロ

ジェクトは、「農業収入機会の向上」及び「行政・農民組織強化」に資するものであり、日

本の対ネパール経済協力方針と合致している。 
 

（３）対象グループ／地域のニーズとの整合性 
本プロジェクトはダディン郡が対象地域に選定されている。本プロジェクトの開始時、

ダディン郡は過去のJICAの技術協力や他ドナー機関5の協力の蓄積が活かせることから、適

切であると判断された。なお、当時の不安定な治安状況からも、養蚕振興の可能性がある

地域の中でも比較的治安が安定しており、カトマンズに近いダディン郡は対象地域として

妥当であった。 
 

３－１－２ 有効性 
有効性は以下の理由から、中程度である。 

 
（１）プロジェクト目標の達成度合い 

プロジェクトの指標である①正常繭歩合80％、②繭層歩合20％、③孵化歩合90％がそれ

ぞれ達成されており、民間企業によるオリジナルシルクの生産も行われていることから、

プロジェクト目標はおおむね達成されると予測される。しかしながら、箱当たり収繭量に

ついては、2010年の平均値は14.0kgであり、指標である20kgに到達していない。特に、秋第

                                                        
5 1997年7月～2001年12月までダディン郡を含めた4郡で、養蚕振興委員会（Sericulture for Rural Development Programme：NDP）

を実施し、養蚕振興を図ってきた。 
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2蚕期の収繭量が極めて低く、その主な理由としては、①秋第1蚕期と秋第2蚕期の間隔が他

のシーズン間と比較して短い、②第3蚕期後のため、土壌がやせ、病原菌が蓄積している、

③前述2つの理由のため、桑の生育が十分ではないなどが挙げられる。また、PDMの外部条

件としては記載されていないが、高温・高湿度といった気候条件が収繭量に負の影響を与

えていることは明白である。 
 

（２）プロジェクト目標と成果の因果関係 
PDMに記載されている3つの成果は、本プロジェクトを達成するための成果が過不足なく

設定されており、必要十分条件となっている。したがって、プロジェクト目標と成果の因

果関係は適正・論理的であるといえる。 
 

（３）外部条件の達成度 
プロジェクト目標を十分に達成するためには、成果レベルに設定された以下の3つの外部

条件を満たす必要がある。 
① 政府が公平公正な繭取引のための仕組みを整理する。 
② 政府がオリジナルシルク製品生産に関する民間資本投資を推進する環境を整える。 
③ DOIEDがプロジェクトの提案を受け入れ、実施する。 

外部条件①に関しては、DOIEDは既に繭や生糸の価格を決定するためにDOA、DOIED、

SAN、民間セクター及び養蚕農家からなる委員会を設置し、繭生産に係る経費、繭質、国

際価格などを十分に考慮したうえで、価格の改定を実施している。加えて、プロジェクト

は繭品質に基づいた評価法を確立するために技術マニュアル「Illustrated Technical Manual on 
Cocoon Assessment」を作成した。外部条件②について、ネパール政府は、養蚕農家のみな

らず、座繰り生糸を生産している民間企業に対しても補助金を拠出するなどの施策を通じ

て、民間企業による養蚕農家からの繭購入を奨励している。外部条件③については、前述

の補助金施策等はDOIEDがプロジェクトの提案を受け入れ、実施したものである。したが

って、外部条件は、満たされているといえる。 
 

３－１－３ 効率性 
効率性は以下の理由から、比較的高い。 
 

（１）成果の達成度合い 
活動が順調に実施されており、3つの成果はおおむね順調に達成されつつある。しかしな

がら、成果１の指標である「養蚕農家への技術の定着度」に関し、コンクリート床の割合

は12.9％、化学肥料の施肥は10.3％で依然として低く、目標を達成できていない。主な理由

として、養蚕農家は既存の施設を使用し養蚕を行っており、コンクリート床及び化学肥料

の導入等設備投資のための資金確保が困難であることなどが挙げられる。 
 

（２）投入の活用度合い 
全般的に投入は質、量、タイミングともに適切であり、プロジェクトの活動を実施し、

成果を出すために十分活用されている。 
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日本側の投入に関しては、養蚕分野において経験が豊富な日本人専門家が、計画通り派

遣された。これら専門家の経験に基づき、前述の優良繭生産及びオリジナルシルク生産の

モデルが確立された。技術マニュアルを作成するにあたっては、DOIED職員やJT/JTAの意

見も取り入れたが、彼らはインドでの第三国研修参加の経験を活かして、技術マニュアル

作成に大きく貢献した。ネパールでは初の養蚕技術に関する技術マニュアル作成であった

ものの円滑に作成することができたことは、第三国研修への派遣が寄与したものと思われ

る。また、DOIED職員がインド研修で養蚕業における民間の活力を目の当たりにしたこと

で、その後、ネパールでも民間企業の活力を導入するという新たな養蚕政策の転換に踏み

切ることとなった。供与機材は全般的に適切に使用・管理されているが、ナラン村に設置

された繭乾燥機は、各農家の収繭量が少なく、必ずしも繭乾燥機を使用する必要がないこ

とから、定期的には使用されていない。また、ドニベシの支場に供与された座繰り器も養

蚕農家に対する一通りの座繰り研修を終えたことから現在は使用されておらず、プロジェ

クトによって建設されたドニベシの稚蚕飼育室も研修施設としては活用されているが、本

来の目的である稚蚕飼育のためには使用されていない。 
ネパール側の投入については、カウンターパートが専任でなく、また頻繁に交代した。

更には、JT/JTAに対する交通費・日当の予算が十分に確保されず、養蚕農家に対する普及活

動を年間計画に基づいて実施することが困難であった、と指摘されている。 
 

（３）外部条件の達成度 
成果が十分に発現するためには、活動レベルに設定された以下の2つの外部条件を満たす

必要がある。 
① 配属されたカウンターパートが継続して勤務する。 
② 民間企業がシルク産業に対して関心を持ち続ける。 

外部条件①に関しては、中間レビュー調査団や運営指導調査団からの提言にもかかわら

ず、ネパール政府カウンターパートは頻繁に交代している。これはプロジェクトの実施・

運営に影響を与えており、この外部条件は満たされたとは言い難い。外部条件②にいては、

いくつかの民間企業が既に座繰り生糸製品を開発・販売しており、今後さらにビジネスを

拡大する意向を表明している。したがって、この外部条件は満たされている。 
 

３－１－４ インパクト 
（１）上位目標の達成度 

上位目標１は「優良繭生産及びオリジナルシルク生産のモデルがネパール国内で展開さ

れる」であり、以下のとおり、一定の進捗が見られる。 
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表３－１ 上位目標１の達成状況 

指標 達成状況 
1 モデルの展開数 
（1箇所） 

プロジェクトの対象地域はダディン郡に限定されているが、高品質

の繭生産に係る技術マニュアルは、他地域の支場に配置されている

JT/JTAにも配布され、養蚕技術の知識・技術を普及するために活用さ

れている。加えて、座繰り生糸生産はダディン郡以外にもカトマンズ、

コパシ、バンディプール、チトワン及びポカラに普及している。また、

座繰り生糸を使用した商品は民間企業により開発・販売されている。

2 政府による公平公

正な品質評価結果に基

づく養蚕農家グループ

と民間企業による繭取

引の仕組みの導入 

 プロジェクトの専門家は繭の品質評価に立会い、JT/JTAに対して、

①良繭と不良繭の分別方法、②計量方法、③繭層歩合の計算方法

等について講義を実施した。 
 プロジェクトは公平公正な品質評価実施に不可欠な技術マニュア

ルを作成するとともに、JT/JTA及びSMを対象に品質評価に係る研

修を実施した。 
 プロジェクトの指導・助言により、DOIEDは民間企業に繭や座繰

り生糸の取引を促進するための補助政策を開始し、民間企業の参

入に途を拓いた。具体的には、Interaction Meetingを頻繁に開催し

て民間企業の意向をDOIEDが直接聞く機会を設け、民間企業の意

向を政策に反映させようとしたことは有益であった。DOIEDは補

助金制度導入と同時に民間への情報提供にも積極的に取り組むよ

うになった。また、価格決定委員会を設立する際にも、構成メン

バーに民間企業、NGO、養蚕農家も含めるよう配慮を行っている。

 DOIEDは繭や座繰り生糸の在庫に関する情報を収集し、民間企業

に提供している。 
 DOIEDは繭や生糸の価格を決定するために委員会を設置し、繭生

産に係る経費、繭質、国際価格などを十分に考慮したうえで、価

格の改定を実施している。 
出典：プロジェクト報告書及びインタビュー 

 
上位目標２は「改善を通じて、養蚕農家及び蚕糸業関係者の収入が向上する」であり、

以下のとおり、一定の進捗が見られる。 
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表３－２ 上位目標２の達成状況 

指標 達成状況 
優良繭の販売による対

象地域農家（50％）及

び女性座繰り生産者

（20％）の現金収入向

上 

終了時評価調査時、優良繭の販売による対象地域農家の収入につい

てのデータは入手不可であった。関連情報として、対象地域における

養蚕農家の年平均繭販売高を以下の表に示す。 
 

2008年 2009年 2010年 
NPR 6,475 NPR 4,324 NPR 5,359 

 
なお、2008年から2010年にかけて、ネパール政府は繭の支援価格を

30％上昇させている。2009年に養蚕農家、民間企業、養蚕グループが

座繰り生糸生産を開始し、現在までにナラン村及びサラン村のグルー

プがそれぞれ92.5kg、160.8kgの座繰り生糸を生産し、民間に販売を行

った。また、バイレニ村にはプロジェクト及びDOIEDによる支援を受

け、これまでに1トンの座繰り生糸を生産した養蚕農家／起業家が現

れた。上記のような、養蚕農家による座繰り生糸生産による収入の合

計は、NPR 2,864,200である。これら座繰り生糸生産グループで働いて

いるのは多くが女性であり、大規模ではないものの、農村女性に就業

機会と現金収入機会を提供している。 
 

（２）その他のインパクト 
以下のインパクトが観察された。 

・バンディプール及びポカラにおいて、DOIEDの導入した補助金を利用することによって、

座繰り生糸商品が開発されている。 
・プロジェクトに参加し、研修やOJTを経験したSMがチトワン郡のマディにおいて、プロ

ジェクトで習得した知識や技術を活用し、養蚕技術の普及研修を実施している。 
・本プロジェクトの実施によるマイナスのインパクトは特に発現していない。 

 
３－１－５ 持続性 

持続性は、以下の理由から中程度である。 
 

（１）政策・制度面 
「妥当性」で述べたとおり、国家養蚕振興政策はいまだに承認されていないものの、プ

ロジェクトはネパールの政策及びニーズと合致しており、補助金の交付等、今後とも支援

政策の継続が期待される。また、カスケード方式（Officer→JT/JTA→SM→養蚕農家）によ

る研修システムを導入したことによって、今後ネパール側自身で活動を継続・拡大するこ

とが可能になったといえる。さらに、2009年より養蚕農家と民間企業の直接取引の制度が

導入され、その結果、民間企業による商品開発が進み、民間企業の座繰り生糸の需要が高

まっている。また、繭の品質評価制度と価格決定委員会を導入したことで、市場のメカニ

ズムに基づいて繭・生糸の価格が決定されるようになった点は、持続性の観点からも評価

できる。 
DOIEDの職員は特に専門家と協働することによって、DOIEDの組織が強化されたと述べ



 

－17－ 

ているが、カウンターパートの度重なる交代はプロジェクトによる正の効果を低減するこ

ととなった。 
 

（２）技術面（知識及びスキル） 
幾つかのプラス面が確認されている。まず、JT/JTAは、プロジェクト活動を通じて、自身

の知識及びスキルに自信を深めており、予算的裏付けさえあれば、プロジェクト終了後も

現在の活動を継続して実施できると述べている。また、主な養蚕技術の定着度は高くなっ

ており、移転技術が対象地域以外にも拡大しており、同技術が普及可能なものであること

を示唆している。さらに、技術マニュアルは、Officer、JT/JTA、SM、養蚕農家といったす

べてのレベルで高く評価されている。これらのことは、カスケード方式の研修が順調に機

能していることを意味している。 
課題としては、カウンターパートが頻繁に異動したことにより、プロジェクトによって

移転された知識や技術がDOIEDにおいて十分定着していないのではないかと推測されるこ

とや、JT/JTAやSMによって移転された技術の中で、養蚕農家が十分に理解し実行するまで

に時間を要しているものがあることが挙げられる。 
 

（３）財政面 
DOIED及び9つの養蚕支場へ割り当てられる予算は増加傾向にあり、DOIEDは繭の乾燥や

輸送、蚕室の改善、座繰り生糸／化学肥料／消毒剤の購入などへの補助金を今後も継続し

て提供する計画である。補助金については、徐々に縮小し、最終的には廃止されるのが好

ましいと考えられるが、ネパールにおける養蚕業はいまだ発展段階にあることから、現段

階ではより多くの養蚕農家や民間企業の参画を促すための有効なツールであるといえる。

養蚕農家の活動を適切にモニターするための交通費・日当が十分確保されておらず普及活

動に支障を来していることは、幾度もJT/JTAによって指摘された。 
 
３－２ 貢献要因と阻害要因の検証 

前述の5項目評価において既に述べているが、主な貢献要因と阻害要因は以下のとおりである。 
主な貢献要因としては、2009年より養蚕農家と民間企業の繭・座繰り生糸の直接取引が開始さ

れ、その結果、民間企業の座繰り生糸についての理解が深まり、座繰り生糸製品開発が進み、繭・

座繰り生糸の需要が高まったことが挙げられる。 
主な阻害要因としては、プロジェクト・ダイレクターを含むカウンターパートが頻繁に異動し

たこと、いまだ国家養蚕振興政策が承認されておらず、補助金を含む養蚕振興に対する政策的な

コミットメントが弱いことなどが挙げられる。 
 
３－３ 結 論 

プロジェクト活動は計画通り進められており、プロジェクト終了時には一定程度プロジェクト

目標を達成することが想定される。 
養蚕は、桑生産、蚕の飼育、座繰り生糸の生産、生糸を用いた製品開発といった様々な側面を

もつ複合的な産業であり、それぞれの側面のもつ特徴とそれらを結びつけるサプライチェーンを

意識した支援を行うことが重要である。 
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養蚕農家が設備投資に回せる資金にも限りがあり、また前述のとおり、養蚕業が複合的な側面

をもつ産業であることから、一部指標についてはいまだ達成されていない。しかしながら、かか

る状況にありながら、民間企業の活力を取り込む政策が実施されたこともあり、5項目評価の観点

からも、ポジティブな成果を確認することができた。 
今後、プロジェクトは2011年11月に終了を迎えることになるが、残りのプロジェクト期間におい

ても本調査団で行った提言に基づきつつプロジェクトの運営を行い、プロジェクト終了後も見据

えた持続性の強化が行われることを期待したい。 
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第４章 提言と教訓 
 
４－１ 提 言 

＜プロジェクト終了後もフォローしていく事項＞ 
（１）養蚕振興政策の承認 

2008年8月の運営指導調査団の提言を受け、MOACにて国家養蚕振興政策の草案が作成され

たにもかかわらず、いまだMOAC内での改訂プロセスを終了していない。高品質の繭生産、

民間企業の参入、普及員による普及活動促進、本プロジェクトで確立したモデルの普及とい

った点を政策的な観点から担保・促進していくためにも同政策の迅速な承認が望まれる。 
 
（２）養蚕振興関連機関との連携強化 

座繰り生糸生産に係るワークショップが開催されるなどの本プロジェクトでの活動を通じ、

政府、民間企業及び養蚕農家グループの関係は強化され、蚕糸業に係る上流から下流までの

サプライチェーンが構築されている。蚕糸業は、野菜の生育等に向かない地方部においては

有望な産業の一つであり、こうした関係者の連携を強化する活動は今後とも続けられるべき

である。そのためには、繭生産後の活動を担っている産業省（Ministry of Commerce and Industry）
や商工会議所といったステークホルダーも巻き込んだ枠組みを構築し、更なる関係機関との

連携強化を図ることが望まれる。 
 
（３）シルク振興のためのボランティア派遣 

本プロジェクトの協力・支援により、民間企業の座繰り生糸製品開発に係る意欲・需要は

旺盛である。しかしながら、座繰り生糸製品開発に参入している民間企業の数はまだ限定的

であり、絹という素材に対する知識もまだ十分ではない。今後、さらに民間企業の参入を促

進し、今回プロジェクトで構築したサプライチェーンを維持・発展させるためには、「シルク

振興」を行うボランティアを派遣し、プロジェクトの成果のフォローアップ活動を行うこと

が望まれる。 
 
（４）SMの制度化 

本プロジェクトにおいては、養蚕技術普及のため、優れた養蚕技術をもつ農家をSMとして

選定し、養蚕農家への技術普及に活用してきた。養蚕技術普及においてこうしたSMの果たす

役割は重要であり、今後ネパール側によって制度化され、SMの活動が維持されることが望ま

れる。 
 
（５）JT/JTAのファシリテーションスキルの向上 

本プロジェクトにおいては、ローカルNGOを活用し、農民組織の強化に取り組んできたが、

（ネパール政府の方針もあり、）同活動へのJT/JTAの関与は十分とはいえず、また農民組織強

化等に係るJT/JTAのファシリテーションスキルはいまだ十分なものではない。したがって、今

後JT/JTAのファシリテーションスキル強化に係る取り組みが行われることが望まれる。 
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（６）収繭量の改善 
本プロジェクトのプロジェクト目標の指標として、「箱当たり収繭量20kg」と設定されてい

たものの、2008年：14.6kg、2009年：12.7kg、2010年：14.0kgと指標を達成できていない。こ

れは、とりわけ秋第2期の収繭量が他の期に比べ少ないことによる影響が大きい。したがって、

収繭量を増やすためには、適切な消毒、十分な桑の提供、適切な蚕の取り扱い等の指導がJT/JTA
により、技術ガイドラインに基づき実施されることが望まれる。 

 
（７）ドニベシ支場における稚蚕飼育室の有効活用 

本プロジェクトにおいて、ドニベシ支場に稚蚕飼育室が建設されたが、棚の構造が利用し

にくい構造となっており、現在は研修施設として利用されているものの、稚蚕飼育室として

は利用されていない。技術仕様に基づき、DOIED及びドニベシ支場がこの施設を稚蚕飼育室

として活用することが期待される。 
 
（８）予算措置 

持続性の観点から、ネパール政府はJT/JTAの普及活動を支援する経費等に対し、十分な予算

措置を行うことが求められる。 
 
＜プロジェクト期間内にフォローすべき事項＞ 
（９）ベースラインデータの収集 

上位目標の指標である「優良繭の販売による対象地域農家の現金収入向上」に関し、プロ

ジェクト開始時のベースラインデータが収集されていなかったところ、プロジェクトで構築

した養蚕統計・モニタリングシステムを通じて、同指標に係るデータ収集が行われることが

望まれる。また、今後他のプロジェクトにおいても、事業開始時点でのベースラインデータ

の収集を行うことが望まれる。 
 
（10）座繰り器の活用 

ネパール側の要望に基づき、座繰り器10基をドニベシ支場に供与したものの、コミュニテ

ィへの研修が一通り実施された、繭の買い上げ政策が変更となったなどの理由により、現在

は活用されていない。本座繰り器を有効活用すべく、民間企業及び住民に対する研修プログ

ラムを作成し、同研修に関するアナウンスを行うことが望まれる。民間企業は座繰り生糸製

品の開発を進めており、同種の研修に係るニーズは高いものと推測される。 
 
４－２ 教 訓 

（１）民間セクターの巻き込み 
本プロジェクトでは、政府、民間企業、養蚕農家グループが一堂に会する場を設定し、民

間セクターも巻き込んだ関係者間の連携強化を図っている。また、プロジェクトの指導・助

言もあり、民間企業が直接養蚕農家グループから繭、座繰り生糸を買い上げて、商品開発を

行う制度が導入された。これにより、民間企業による座繰り生糸を活用した商品開発の需要

が喚起され、また市場の需要と結びついたことで、養蚕農家の生計向上にも寄与することと

なった。したがって、養蚕のように、生産→加工→販売とサプライチェーンが連なっている
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産業に支援を行う場合は、民間セクターも含め、下流に位置する産業と市場を意識しつつ、

サプライチェーンを発展させるような支援を行うことが重要である。 
 
（２）カスケード方式の研修 

本プロジェクトでは、プロジェクトで開発した技術マニュアルを活用して、Officer→JT/JTA
→SM→養蚕農家といった形のカスケード方式の研修が実施された。このように、ネパール側

のリソースを活かした段階的な研修を実施することで、ネパール側による継続的な研修実施

が可能となった。したがって、プロジェクト形成段階においては、プロジェクト終了後も相

手国政府が自立的に運営可能なシステムを構築することを意識した協力を行うことが重要で

ある。 
 



付 属 資 料 

 

１．ミニッツ・合同評価報告書 
 

２．改訂PDM（和文） 
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